
目次２－１　アンケート調査　事業所編

1 Ｉ．はじめに　問１　貴事業所は就労支援事業を複数実施していますか。

2 Ｉ．はじめに　問１　貴事業所は就労支援事業を複数実施していますか。　実施事業（複数可）

3 Ｉ．はじめに　問２　この調査票に記入いただく事業の種類を記入して下さい。

4 Ｉ．はじめに　問３　問２で記入いただいた事業の活動状況を記入して下さい。

5 ＩＩ．事業所の基本情報　問１　貴事業所の基本情報を記入して下さい。　（４）事業所の開設経緯

6 ＩＩ．事業所の基本情報　問１　貴事業所の基本情報を記入して下さい。　（４）事業所の開設経緯　移行年月

7 ＩＩ．事業所の基本情報　問１　貴事業所の基本情報を記入して下さい。　（４）事業所の開設経緯　開設年月

8 ＩＩ．事業所の基本情報　問１　貴事業所の基本情報を記入して下さい。　（５）経営主体

9 ＩＩ．事業所の基本情報　問１　貴事業所の基本情報を記入して下さい。　（６）併設事業（複数可）

10 ＩＩ．事業所の基本情報　問１　貴事業所の基本情報を記入して下さい。　（７）主として対応する障害（複数可）

11 ＩＶ．生産活動の状況　問１　貴事業所で実施している生産活動について該当する番号に○をつけて下さい。（平成２４年度実績）（複数可）

12 ＩＶ．生産活動の状況　問３　貴事業所では、平成２５年度前半（２５年４月～２５年９月）に、施設外支援を実施していますか。

13 ＩＶ．生産活動の状況　問４　貴事業所では、平成２５年度前半（２５年４月～２５年９月）に、施設外就労を実施していますか。

14 Ｖ．利用者賃金・工賃の状況　問１　貴事業所の利用者賃金・工賃の平成２４年度実績を記入して下さい。　（３）賃金・工賃の支払い形態

15 ＶＩ．その他の支援の内容　問１　貴事業所では、どのようなルートで利用者を確保していますか。（主なもの１つに○）

16
ＶＩ．その他の支援の内容　問２　貴事業所では、利用者確保にあたってどのような機関と連携していますか。　（１）関係機関からの紹介、
依頼（主なもの３つまで○）

17
ＶＩ．その他の支援の内容　問２　貴事業所では、利用者確保にあたってどのような機関と連携していますか。　（２）事業所から関係機関へ
の働きかけ（主なもの３つまで○）

18 ＶＩ．その他の支援の内容　問３　貴事業所では、利用者の受け入れる前の調整をどのように行っていますか。

19 ＶＩ．その他の支援の内容　問４　貴事業所では、個別支援計画をどのように作成していますか。　（１）標準プログラムの有無

20 ＶＩ．その他の支援の内容　問４　貴事業所では、個別支援計画をどのように作成していますか。　（２）作成体制

21 ＶＩ．その他の支援の内容　問５　貴事業所では、個別支援計画をどのように見直していますか。　（１）見直し時期

22
ＶＩ．その他の支援の内容　問５　貴事業所では、個別支援計画をどのように見直していますか。　（１）見直し時期　もっとも一般的な見直し
頻度

23
ＶＩ．その他の支援の内容　問６　貴事業所では、利用者に以下のような生活支援を実施していますか。また、それぞれの生活支援につい
て、貴事業所においてどの程度課題になっているか記入して下さい。　実施の有無

24
ＶＩ．その他の支援の内容　問６　貴事業所では、利用者に以下のような生活支援を実施していますか。また、それぞれの生活支援につい
て、貴事業所においてどの程度課題になっているか記入して下さい。　課題意識

25
ＶＩ．その他の支援の内容　問７　貴事業所では、利用者の加齢による作業能力の変化等に何らかの対応を行っていますか。　（１）利用者
の加齢に対応した特別な支援

26
ＶＩ．その他の支援の内容　問７　貴事業所では、利用者の加齢による作業能力の変化等に何らかの対応を行っていますか。　（２）加齢に
対応することへの課題意識

27
ＶＩＩ．関係機関との連携　問１　貴事業所は就労支援を中心とした事業全般を進めるにあたって、以下の関係機関とどの程度連携の実績
がありますか。（連携実績のある機関全てに○）

28
ＶＩＩ．関係機関との連携　問１　貴事業所は就労支援を中心とした事業全般を進めるにあたって、以下の関係機関とどの程度連携の実績
がありますか。（連携実績のある機関全てに○）　（１）上記の連携実績のある機関のうち、特に連携している機関を３つまで選んで、数字を
記入して下さい。

29
ＶＩＩ．関係機関との連携　問２　貴事業所は就労支援を中心とした事業全般を進めるにあたって、地域自立支援協議会とどの程度連携の
実績がありますか。平成２４年度～平成２５年度前半の実績をもとに記入して下さい。（複数可）

30
ＶＩＩＩ．事業所の運営体制（職員、経営）　問３　貴事業所において、一般企業への就労や生産活動の受注開拓のために企業や関係機関と
連携を取る際の職員体制はどうなっていますか。（複数可）

31
ＶＩＩＩ．事業所の運営体制（職員、経営）　問４　貴事業所で平成２５年度前半（２５年４月～２５年９月）に算定した加算について記入して下さ
い。（複数可）　（１）就労移行支援事業所

32
ＶＩＩＩ．事業所の運営体制（職員、経営）　問４　貴事業所で平成２５年度前半（２５年４月～２５年９月）に算定した加算について記入して下さ
い。（複数可）　（２）就労継続支援Ａ型事業所

33
ＶＩＩＩ．事業所の運営体制（職員、経営）　問４　貴事業所で平成２５年度前半（２５年４月～２５年９月）に算定した加算について記入して下さ
い。（複数可）　（３）就労継続支援Ｂ型事業所

34 ＶＩＩＩ．事業所の運営体制（職員、経営）　問５　貴事業所で平成２４年度に受給した雇用関係助成金を記入して下さい。（複数可）

35
ＩＸ．就労支援事業の今後について　問１　貴事業所は就労支援事業所として、以下の機能をどの程度重視して事業展開したいと考えてい
ますか。



就労支援事業を単体で実施している所が若干多い。

上記の問いと合わせて考えれば、就労継続支援事業A型が単体で運営されている場合が多いと考えられる。

実数として、就労移行支援事業所が595か所、就労継続支援事業A型が329か所、就労継続支援事業B型が1832か所で
ある。

Ｉ．はじめに　問１　貴事業所は就労支援事業を複数実施していますか。　実施事業（複数可）

Ｉ．はじめに　問１　貴事業所は就労支援事業を複数実施していますか。

Ｉ．はじめに　問２　この調査票に記入いただく事業の種類を記入して下さい。

21.3 11.8 65.4 1.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

n=2800

就労移行支援 就労継続支援Ａ型 就労継続支援Ｂ型 無回答

70.6

20.1

88.8

0.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

就労移行支援

就労継続支援Ａ型

就労継続支援…

無回答

n=1184

56.5 42.3 1.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

n=2800

就労支援事業を１つだけ実施している 就労支援事業を複数実施している 無回答



ほとんどの事業所が活動中だが、平成25年11月のサービス提供実績がない事業所・休止中の事業所・廃止した事業所が
合計75か所ある。

新規に就労支援事業を開設した事業所が890箇所ある。

旧体系施設からの事業移行はほぼ終了したと考えられる。

Ｉ．はじめに　問３　問２で記入いただいた事業の活動状況を記入して下さい。

ＩＩ．事業所の基本情報　問１　貴事業所の基本情報を記入して下さい。　（４）事業所の開設経緯　移行年月

ＩＩ．事業所の基本情報　問１　貴事業所の基本情報を記入して下さい。　（４）事業所の開設経緯
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２００２年
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２００４年

２００５年

２００６年

２００７年

２００８年

２００９年

２０１０年

２０１１年

２０１２年

２０１３年

２０１４年

無回答

n=1153

43.4 33.5 23.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

n=2656

旧体系施設から就労支援事業に移行 新体系として就労支援事業を新設 無回答

94.9 1.5 2.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

n=2800

活動中（平成２５年１１月にサービス提供実績あり） 活動中（平成２５年１１月にサービス提供実績なし）

休止中 廃止

無回答



新規の就労支援事業所開設は、徐々に増えていることが分かる。

経営主体は、社会福祉法人、NPO法人、営利法人が多くなっている。社会福祉法人による経営がまだ半数以上を占めてい
るが、上記の新規開設の増加を考えれば、NPO法人と営利法人の割合が今後増えてくることが予想される。

ＩＩ．事業所の基本情報　問１　貴事業所の基本情報を記入して下さい。　（５）経営主体

ＩＩ．事業所の基本情報　問１　貴事業所の基本情報を記入して下さい。　（４）事業所の開設経緯　開設年月

2.2 3.3 55.4 1.5 10.2 23.6 2.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

n=2656

国、都道府県・市町村、一部事務組合・広域連合 社会福祉協議会

社会福祉法人（社協以外） 医療法人

営利法人（株式・合名・合資・合同会社） 特定非営利活動法人（ＮＰＯ）

社団・財団法人 その他

無回答
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２０００年…

２００１年
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２００３年

２００４年

２００５年

２００６年

２００７年
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２００９年

２０１０年

２０１１年

２０１２年

２０１３年

２０１４年

無回答

n=890



就労系以外の事業として、生活介護を併設している所が多く、問1で就労支援事業を一つだけ実施していると回答した事業
所の中にも、生活介護等を併設している所があると考えられる。

知的障害者を主たる対象としている事業所が多いが、「特に決めていない」が11％あり、障害種別にこだわらずにサービス
を提供している事業所も多いと考えられる。

ＩＩ．事業所の基本情報　問１　貴事業所の基本情報を記入して下さい。　（７）主として対応する障害（複数可）

ＩＩ．事業所の基本情報　問１　貴事業所の基本情報を記入して下さい。　（６）併設事業（複数可）

34.1 

74.5 

45.2 

17.5 

5.4 

1.4 

11.0 

1.4 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

身体障害

知的障害

精神障害

発達障害

難病

その他

特に決めてい…

無回答

n=2656
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1.4 

9.1 

8.1 

19.5 

5.5 

14.3 

9.1 

45.7 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

生活介護

自立訓練（機能訓練）

自立訓練（生活訓練。宿泊型含む）

障害者支援施設（入所）

共同生活介護（ケアホーム）、共同生活援助（グループ…

居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護

計画相談支援、地域相談支援

その他

無回答

n=2656



袋詰め等の梱包作業、清掃作業、部品加工作業が上位を占めているが、同様の業種をまとめてみると、農業・園芸系や食
品加工系の作業も多い。

ＩＶ．生産活動の状況　問１　貴事業所で実施している生産活動について該当する番号に○をつけて下さい。（平成２４年度実績）（複数可）

6.1 

20.7 

3.4 

6.0 

2.1 

1.1 
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5.6 
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0.4 
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0.3 

21.3 

0.5 

8.7 
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0.7 
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11.9 
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0.9 

0.1 
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10.1 
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

穀物類（米、小麦、大豆、とうもろこし等）

野菜類（きのこ類含む）

果物類

花卉類（花苗、園芸、鑑賞用植物等）

茶草類（日本茶、ハーブ等）

畜産類（酪農、養豚、養鶏、養蜂等）

その他の農産物等（林業・漁業（養殖等）含む）

パン

菓子（クッキー、ケーキ、焼き菓子等）

製麺（うどん、そば、ラーメン等）

豆加工品（豆腐、納豆等）

肉・魚介加工品（ソーセージ、かまぼこ等）

乳製品（チーズバター等）

果物加工品（ジャム等）

野菜加工品（漬物等）

弁当・惣菜

飲料（ジュース、お茶、コーヒー、酒類等）

飼料（ペットフード含む）

その他の加工食品

制服（ユニフォーム）・白衣

その他衣料品（軍手、手袋、靴下等含む）

タオル・手ぬぐい

ウエス

その他の繊維・皮革製品（工芸品、雑貨、玩具、寝具、小物、グッズ等）

刺しゅう・染物加工

木製家具（机、いす等）

その他の木工製品（工芸品、玩具、生活雑貨、小物、グッズ等）

紙製品（和紙（便箋、はがき、しおり、小物）等）

陶磁器（工芸品、湯呑、花瓶等）

金属製品（工芸品、玩具、生活雑貨、小物、グッズ等）

プラスチック製品（工芸品、玩具、生活雑貨、小物、グッズ等）

ビニール製品（ごみ袋等）

介護等用品（車いす、杖、点字ブロック等）

防災用品（防災頭巾、消火バケツ、非常食等）

その他の製品

部品等の加工・組立（下請加工）（ネジバリ取り、機械部品の組立、箱の…

普通印刷（ポスター、パンフレット、リーフレット、資料、冊子等）

名刺印刷

封筒・はがき印刷

看板印刷

その他の印刷

洗びん

資源回収・分別（古紙、ダンボール、ペットボトル、空き瓶、空き缶、タイ…

生ゴミ処理

その他のリサイクル事業

クリーニング

リネンサプライ

リース・レンタル

建物・公園等の清掃作業・除草作業・管理業務

郵便物の封入・封緘、仕分・発送作業（メール便事業含む）

袋詰め・封入・包装・シール貼り等

売店・喫茶店・レストラン等の運営

情報処理（データベース管理、ソフトウエア、インターネット関連）

テープ起こし

出版業

その他のサービス・役務の提供

その他、分類不能

無回答

n=2656



施設外支援は、一般就労に向けた前段階として行われることが多く、問2のデータを参照すれば、施設外支援を実施してい
る事業所の多くが就労移行支援事業所ではないかと推察される。

問3のデータと比較すると、施設外支援よりも施設外就労を実施している事業所が多い。これは、就労継続支援事業におい
ても活用されていることを示していると思われる。

出来高払いの事業所が少なく、利用者個々人の生産性ではなく、一定程度の保障を念頭に工賃や賃金を支払っている事業
所が多いことが分かる。また、就労移行支援事業所においては、生産活動を行っていない事業所もあることから、無回答の
割合も比較的高いのではないかと思われる。

ＩＶ．生産活動の状況　問３　貴事業所では、平成２５年度前半（２５年４月～２５年９月）に、施設外支援を実施していますか。

Ｖ．利用者賃金・工賃の状況　問１　貴事業所の利用者賃金・工賃の平成２４年度実績を記入して下さい。　（３）賃金・工賃の支払い形態

ＩＶ．生産活動の状況　問４　貴事業所では、平成２５年度前半（２５年４月～２５年９月）に、施設外就労を実施していますか。

12.9 46.8 17.8 5.1 17.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

n=2656

出来高払い 固定給（時間給、日給、月給） 出来高払いと固定給の併用 その他 無回答

22.9 63.3 13.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

n=2656

実施している 実施していない 無回答

20.0 73.0 6.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

n=2656

実施している 実施していない 無回答



多くの事業所が関係機関からの紹介を受けて利用者を集めていることがわかるが、利用者が定員を下回っている事業所
も少なくないことから利用者が集まるのを待っているだけでなく、主体的に働きかけて定員を充足させる方法を考える必要
がある。

ハローワークや就業・生活支援センターよりも相談支援事業所、教育機関との連携が多くなっている。
就職を希望する障害のある人は、労働行政の相談窓口にも存在することから、福祉と労働の連携をより一層高めていくこと
が求められる。

ＶＩ．その他の支援の内容　問２　貴事業所では、利用者確保にあたってどのような機関と連携していますか。　（１）関係機関からの紹介、依頼（主なもの３つま
で○）

ＶＩ．その他の支援の内容　問１　貴事業所では、どのようなルートで利用者を確保していますか。（主なもの１つに○）

18.8 

37.4 

1.4 

55.2 

5.6 

0.8 

5.2 

2.4 

9.3 

2.0 

20.4 

56.3 

0.5 

39.6 

3.7 

4.4 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

公共職業安定所（ハローワーク）

障害者就業・生活支援センター

障害者職業能力開発校・障害者職業能力開発訓…

相談支援事業所

就労移行支援事業所

就労継続支援Ａ型事業所

就労継続支援Ｂ型事業所

自立訓練（機能訓練・生活訓練）事業所

その他障害福祉サービス事業所

発達障害者支援センター

医療機関

特別支援学校等の教育機関

一般企業

市町村行政

その他

無回答

n=2656

65.3 6.5 16.9 4.6 6.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

n=2656

関係機関からの紹介、依頼を受けて確保していることが多い

事業所から関係機関に働きかけて確保していることが多い

関係機関からの紹介・依頼と、事業所から関係機関への働きかけの比率が同程度である

その他

無回答



相談支援事業所や教育機関への働きかけが多いが、上記の設問同様、障害者就業・生活支援センターやハローワーク
への働きかけが多いのは就労系事業所の特徴だと言える。

適性判断基準を設けている事業所がやや多いが、調整をせずに受け入れを行う事業所も4割以上ある。

標準のプログラムがないという事業所が目立っている。利用者の個別支援という点ではいいかもしれないが、事業所の
特徴や就職までのプロセスがわかりにくくなる可能性があり、一般就労へ移行するための就労支援のプログラム、あり方
を検討する必要がある。

ＶＩ．その他の支援の内容　問４　貴事業所では、個別支援計画をどのように作成していますか。　（１）標準プログラムの有無

ＶＩ．その他の支援の内容　問３　貴事業所では、利用者の受け入れる前の調整をどのように行っていますか。

ＶＩ．その他の支援の内容　問２　貴事業所では、利用者確保にあたってどのような機関と連携していますか。　（２）事業所から関係機関への働きかけ（主なも
の３つまで○）

24.9 72.1 2.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

n=2656

事業所として就労支援に関する標準プログラムがあり、これに利用者個別の状況に応じた計画を付加している

事業所としての標準プログラムはなく、利用者個別に訓練期間、内容等を設定している

その他

無回答

53.3 41.8 4.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

n=2656

事業所において適性判断基準を設けている 利用希望があれば誰でも受け入れている 無回答

18.7 

31.7 

1.1 

44.3 

4.5 

0.6 

4.3 

1.8 

8.0 

1.5 

15.6 

45.9 

1.7 

32.9 

3.4 

15.3 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

公共職業安定所（ハローワーク）

障害者就業・生活支援センター

障害者職業能力開発校・障害者職業能力開発訓…

相談支援事業所

就労移行支援事業所

就労継続支援Ａ型事業所

就労継続支援Ｂ型事業所

自立訓練（機能訓練・生活訓練）事業所

その他障害福祉サービス事業所

発達障害者支援センター

医療機関

特別支援学校等の教育機関

一般企業

市町村行政

その他

無回答

n=2656



ケース会議を開催している事業所が比較的少ない。担当制を引いているか、個別支援計画の立案をサービス管理責任者
に委ねているかのどちらかが多いと思われる。

就労系事業では、就労移行支援事業が3ヶ月に1回以上、就労継続支援事業A型とB型が6ヶ月に1回以上の見直しをする
こととされており、大部分の事業所が規定通りに見直しをしている。

ＶＩ．その他の支援の内容　問５　貴事業所では、個別支援計画をどのように見直していますか。　（１）見直し時期　もっとも一般的な見直し頻度

ＶＩ．その他の支援の内容　問５　貴事業所では、個別支援計画をどのように見直していますか。　（１）見直し時期

ＶＩ．その他の支援の内容　問４　貴事業所では、個別支援計画をどのように作成していますか。　（２）作成体制

1.2 23.1 71.7 2.21.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

n=1691

１か月に１回 ２か月に１回 ３か月に１回 ６ヶ月に１回 １年に１回 それ以下 無回答

63.7 11.7 24.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

n=2656

計画に盛り込んだ見直し時期に定期的に見直している 必要に応じて随時見直している その他 無回答

37.1 38.6 14.3 8.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

n=2656

サービス管理責任者が作成している

主担当者が案を作成し、サービス管理責任者が最終確認を行っている

事業所内でケース会議を開いて作成している

事業所外部の関係機関等も参加するケース会議を経て作成している

その他

無回答



衛生管理の助言、その他の健康管理、ストレスケアといった生活支援を行っている事業所が多い。トイレ等の直接介助や
親や家族の高齢化への対応が少なく、年金等の申請手続きやサービス利用支援も多い事から、就労系事業所の利用者
層の特徴（比較的若く、身体介助が余り必要ない）が示されていると考えられる。

ＶＩ．その他の支援の内容　問６　貴事業所では、利用者に以下のような生活支援を実施していますか。また、それぞれの生活支援について、貴事業所におい
てどの程度課題になっているか記入して下さい。　実施の有無

85.4

28.4

57.2

74.1

69.1

62.8

79.4

39.0

58.5

59.7

53.9

28.7

28.7

59.7

63.0

12.0

68.5

39.6

22.9

27.9

34.9

17.8

58.5

38.0

37.3

42.9

67.7

67.6

37.2

34.1

2.6

3.1

3.3

3.0

3.1

2.3

2.7

2.5

3.5

3.0

3.2

3.7

3.7

3.1

2.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

（１）服装・整容・入浴・洗濯等の衛生管理の助言

(n=2656)

（２）トイレ等の直接介助

(n=2656)

（３）睡眠等の生活リズム

(n=2656)

（４）ストレスケア

(n=2656)

（５）食生活

(n=2656)

（６）事業所が実施する定期健康診断

(n=2656)

（７）その他の健康管理

(n=2656)

（８）金銭管理

(n=2656)

（９）将来設計

(n=2656)

（１０）家族関係

(n=2656)

（１１）友人関係

(n=2656)

（１２）親等の介護、家族の高齢化への対応

(n=2656)

（１３）恋愛・結婚・育児

(n=2656)

（１４）休みの外出・余暇活動、地域・社会参加の促進

(n=2656)

（１５）年金等の制度の申請手続き、サービス利用支援

(n=2656)

実施している 実施していない 無回答



「大きな課題である」と「課題である」を一つとして考えれば、ストレスケアと将来設計が課題として見なされており、また、
衛生管理の助言が生活支援も課題となっている。将来設計については、実際に生活支援として実施していないものの、
課題として意識されている。

ＶＩ．その他の支援の内容　問６　貴事業所では、利用者に以下のような生活支援を実施していますか。また、それぞれの生活支援について、貴事業所におい
てどの程度課題になっているか記入して下さい。　課題意識

19.6

5.2

16.6

29.8

17.4

11.3

15.9

13.0

28.0

18.3

12.7

22.3

8.4

14.9

12.8

54.5

23.0

48.2

50.5

55.3

42.2

58.7

46.9

52.2

54.5

53.6

37.9

40.6

52.9

50.6

17.9

56.1

24.4

10.7

18.4

33.5

16.1

27.6

10.3

17.3

22.7

27.2

37.3

22.4

26.1

7.9

15.7

10.9

9.0

8.8

13.1

9.3

12.5

9.4

9.9

11.0

12.6

13.7

9.8

10.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

（１）服装・整容・入浴・洗濯等の衛生管理の助言

(n=2656)

（２）トイレ等の直接介助

(n=2656)

（３）睡眠等の生活リズム

(n=2656)

（４）ストレスケア

(n=2656)

（５）食生活

(n=2656)

（６）事業所が実施する定期健康診断

(n=2656)

（７）その他の健康管理

(n=2656)

（８）金銭管理

(n=2656)

（９）将来設計

(n=2656)

（１０）家族関係

(n=2656)

（１１）友人関係

(n=2656)

（１２）親等の介護、家族の高齢化への対応

(n=2656)

（１３）恋愛・結婚・育児

(n=2656)

（１４）休みの外出・余暇活動、地域・社会参加の促進

(n=2656)

（１５）年金等の制度の申請手続き、サービス利用支援

(n=2656)

大きな課題である 課題である 課題ではない 無回答



「加齢により支援が必要な利用者はいない」と「特別な支援は実施していない」が多い事から、利用者の年齢層が比較的
若かったり、年齢的には高いものの加齢の影響が出ていない利用者が多かったりしている事が分かる。

前項で示されているように、現状では特に対応はしていないものの、加齢への対応を今後の課題だと認識している事業所
が多い。

ＶＩ．その他の支援の内容　問７　貴事業所では、利用者の加齢による作業能力の変化等に何らかの対応を行っていますか。　（２）加齢に対応することへの課
題意識

ＶＩ．その他の支援の内容　問７　貴事業所では、利用者の加齢による作業能力の変化等に何らかの対応を行っていますか。　（１）利用者の加齢に対応した特
別な支援

29.0 50.1 14.2 6.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

n=2656

利用者の加齢への対応は大きな課題である 利用者の加齢への対応は課題である

利用者の加齢への対応は課題ではない 無回答

16.3 23.2 47.5 13.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

n=2656

加齢により支援が必要な利用者がおり、特別な支援を実施している

加齢により支援が必要な利用者がいるが、特別な支援は実施していない

加齢により支援が必要な利用者はいない

無回答



上記2項については、いずれもハローワーク、障害者就業・生活支援センター、相談支援事業所という回答が多く、就労系
事業所の特徴が示されていると思われる。

ＶＩＩ．関係機関との連携　問１　貴事業所は就労支援を中心とした事業全般を進めるにあたって、以下の関係機関とどの程度連携の実績がありますか。（連携
実績のある機関全てに○）　（１）上記の連携実績のある機関のうち、特に連携している機関を３つまで選んで、数字を記入して下さい。

ＶＩＩ．関係機関との連携　問１　貴事業所は就労支援を中心とした事業全般を進めるにあたって、以下の関係機関とどの程度連携の実績がありますか。（連携
実績のある機関全てに○）

1.4 

42.5 

2.9 

1.8 

9.2 

44.3 

0.9 

0.8 

0.5 

40.1 

7.5 

4.1 

8.1 

1.1 

7.4 

1.5 

14.2 

24.4 

16.0 

1.8 

31.4 

5.5 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

都道府県労働局

公共職業安定所（ハローワーク）

障害者就労支援チーム（ハローワークで…

障害者就労アドバイザー

地域障害者職業センター

障害者就業・生活支援センター

障害者職業能力開発校

障害者職業能力開発訓練施設

都道府県高齢・障害者雇用支援協会

相談支援事業所

就労移行支援事業所

就労継続支援Ａ型事業所

就労継続支援Ｂ型事業所

自立訓練（機能訓練・生活訓練）事業所

その他障害福祉サービス事業所

発達障害者支援センター

医療機関

特別支援学校等の教育機関

一般企業

商工会議所、業界団体等

市町村行政

無回答

n=2656

6.7 

60.7 

7.8 

4.7 

20.2 

58.5 

5.9 

3.9 

3.0 

58.0 

20.2 

17.5 

28.8 

7.8 

20.4 

7.2 

33.7 

47.7 

33.5 

6.9 

51.3 

3.4 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

都道府県労働局

公共職業安定所（ハローワーク）

障害者就労支援チーム（ハローワークで…

障害者就労アドバイザー

地域障害者職業センター

障害者就業・生活支援センター

障害者職業能力開発校

障害者職業能力開発訓練施設

都道府県高齢・障害者雇用支援協会

相談支援事業所

就労移行支援事業所

就労継続支援Ａ型事業所

就労継続支援Ｂ型事業所

自立訓練（機能訓練・生活訓練）事業所

その他障害福祉サービス事業所

発達障害者支援センター

医療機関

特別支援学校等の教育機関

一般企業

商工会議所、業界団体等

市町村行政

無回答

n=2656



地域自立支援協議会に積極的に参加している事業所は40.8％にとどまっている。

企業開拓や受注先開拓は就労系事業に取って重要だが、半数以上の事業所が明確な担当制はとっていない。ただ、専従
職員を配置している事業所は少ないものの、担当職員を配置している事業所が30.8％ある。

無回答が多いため、比較が難しいが、厚生労働省が示している就労移行支援体制加算のグラフと同様、就労移行支援
事業所の二極化がこのデータからも見られている。無回答を除いて計算してみても、就労支援関係研修修了加算を取得
している事業所が20％しかない。

ＶＩＩＩ．事業所の運営体制（職員、経営）　問３　貴事業所において、一般企業への就労や生産活動の受注開拓のために企業や関係機関と連携を取る際の職員
体制はどうなっていますか。（複数可）

ＶＩＩ．関係機関との連携　問２　貴事業所は就労支援を中心とした事業全般を進めるにあたって、地域自立支援協議会とどの程度連携の実績がありますか。平
成２４年度～平成２５年度前半の実績をもとに記入して下さい。（複数可）

ＶＩＩＩ．事業所の運営体制（職員、経営）　問４　貴事業所で平成２５年度前半（２５年４月～２５年９月）に算定した加算について記入して下さい。（複数可）　（１）
就労移行支援事業所

4.0 

2.0 

1.7 

0.8 

2.9 

8.2 

5.0 

3.1 

14.6 

71.5 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

就労移行支援体制加算（定着者５％以上１５％…

就労移行支援体制加算（定着者１５％以上２５％…

就労移行支援体制加算（定着者２５％以上３５％…

就労移行支援体制加算（定着者３５％以上４５％…

就労移行支援体制加算（定着者４５％以上）

就労支援関係研修修了加算

移行準備支援体制加算（Ⅰ）

移行準備支援体制加算（Ⅱ）

上記の加算算定はない

無回答

n=2656

8.8 

1.5 

30.8 

2.8 

52.8 

2.3 

6.5 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

企業開拓や関係機関連携のための常勤専従職員を配置している

企業開拓や関係機関連携のための非常勤専従職員を配置している

専従ではないが、企業開拓や関係機関連携のための常勤の担当職員を配

置している（窓口の明確化）

専従ではないが、企業開拓や関係機関連携のための非常勤の担当職員を

配置している（窓口の明確化）

個別ケースごとに対応しており、明確な担当制はとっていない

その他

無回答

n=2656

40.8 

9.0 

7.4 

38.4 

5.5 

6.6 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

地域自立支援協議会の構成メンバーとなって…

個別ケースで地域自立支援協議会と連携して…

自治体・自立支援協議会の調整結果を重視し…

地域自立支援協議会とは特に連携していない

その他

無回答

n=2656



就労継続支援事業A型では、加算を算定している事業所が少ない。一般就労者を輩出している事業所も22事業所のみに
とどまっている。

就労継続支援事業B型は加算の算定をしている事業所が多く、比較的障害程度の重い方も利用されていることが分かる。
また、地域の最賃の1/3をクリアした工賃を支払っている事業所が299、一般就労者を輩出している事業所は121ある。

雇用関係助成金を受給している事業所は少ない。第1号職場適応援助者助成金を受給している事業所は、74にとどまって
いる。特定求職者雇用開発助成金を受給した事業所は219あり、アンケートに回答した就労継続支援事業A型が329か所
であることを考えれば、約66％のA型事業所が助成金を受給していることになる。

ＶＩＩＩ．事業所の運営体制（職員、経営）　問５　貴事業所で平成２４年度に受給した雇用関係助成金を記入して下さい。（複数可）

ＶＩＩＩ．事業所の運営体制（職員、経営）　問４　貴事業所で平成２５年度前半（２５年４月～２５年９月）に算定した加算について記入して下さい。（複数可）　（３）
就労継続支援Ｂ型事業所

ＶＩＩＩ．事業所の運営体制（職員、経営）　問４　貴事業所で平成２５年度前半（２５年４月～２５年９月）に算定した加算について記入して下さい。（複数可）　（２）
就労継続支援Ａ型事業所

2.8 

0.1 

8.2 

0.1 

1.2 

65.2 

22.9 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

第１号職場適応援助者助成金

障害者能力開発助成金第４種（グループ就労訓練請負…

特定求職者雇用開発助成金

職場介助者の配置又は委嘱助成金

その他

受給なし

無回答

n=2656

4.6 

11.3 

17.6 

12.9 

7.2 

11.5 

4.4 

32.6 

15.0 

34.6 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

就労移行支援体制加算

目標工賃達成加算（Ⅰ）

目標工賃達成加算（Ⅱ）

施設外就労加算

重度者支援体制加算（Ⅰ）

重度者支援体制加算（Ⅱ）

重度者支援体制加算（Ⅲ）

目標工賃達成指導員配置加算

上記の加算算定はない

無回答

n=2656

0.8 

3.5 

0.5 

0.3 

0.2 

7.9 

87.6 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

就労移行支援体制加算

施設外就労加算

重度者支援体制加算…

重度者支援体制加算…

重度者支援体制加算…

上記の加算算定はない

無回答

n=2656



事業所自体を就労の場・日中活動の場として捉えている事業所が多いものの、一般企業への就労に向けた訓練の場と
しての機能については、全体の70％近くの事業所が重視ししており、就労継続支援事業においても可能であれば一般
就労を目指したいと考えている事業所が多い事を示している。

ＩＸ．就労支援事業の今後について　問１　貴事業所は就労支援事業所として、以下の機能をどの程度重視して事業展開したいと考えていますか。

27.5

36.9

38.7

41.3

45.4

44.6

22.5

10.9

9.0

8.7

6.8

7.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

（１）一般企業への就労移行のための訓練の場

(n=2656)

（２）賃金・工賃向上を目指す就労の場

(n=2656)

（３）社会参加としての日中活動の場

(n=2656)

非常に重視している 重視している 重視していない 無回答


